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　10日午前中、一体改革特別委員会の野党理事懇談会が開かれました。与党は来週、16、17日で総理出席の下で特別委員会を開こうとしています。特別委にかけられている３つの法案（消費税、年金、子ども）はどれも国民生活に関わる重大法案。全閣僚が出席し、１週間かけて集中審議すべきと主張しました。16、17日の日程も無理があります。16日午前はエリザベス女王即位60周年の記念行事に出席する天皇を見送るため、首相の委員会出席は不可能。18日午後から首相はG8に参加します。したがって、1日半しか審議時間が取れません。与党は、16日と、17～18日の半日ずつで２日として審議入りを提案しました。そもそも２日の日程もおかしい。野党は足並みを揃えて、21日以降の週で4日間の集中審議を要求することで一致しました。

会期末の6月21日までに衆参両院で通すのは不可能です。いまのところ、野党は足並みを揃えていますが、増税に反対の立場で理事会に臨んでいるのは共産党と社民党です。しかし、社民党は5％への引き上げを行なった張本人です。水面下で何が起こるかわかりません。民主と自民が手打ちをしてさっさとやるのはダメだと釘を刺しています。

予算委員会並みなら１法案90時間、竹下内閣時、消費税だけで80時間以上審議しています。この３倍の審議が必要。中央公聴会は当然、地方公聴会もやるべき。東日本大震災の被災者にも増税を押しつけなど許せない。被災地でも公聴会をやれと要求していきます。

私たちは徹底してたたかいます。国民のみなさんの反対の運動が非常に重要です。
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「許しません消費税増税・私の思い」（埼玉商工新聞より）


埼玉県商工団体連合会は「増税は業者の息の根を止める。何としても阻止を」と、毎週国会要請行動に代表を送っています。国会議員に届けている埼玉商工新聞から業者の声を紹介します。


●埼玉・飯能民商副会長　金子良司さん＝牛乳販売＝


15年前まで生鮮食品の移動販売をしていました。しかし山間地にもスーパーが進出して売り上げが半分になり、牛乳販売に商売変えをしました。97年に消費税が５％に上がると客数も600から450に減り、バイトさんも２人辞めてもらうしかありませんでした。05年の申告から課税される年間売上金額が3000万から1000万に改悪され、年間20万に近い消費税の増税で営業はさらに厳しくなっています。再来年の10月に５から10％の倍になったら、お客さんも売上もさらに減少し、営業もできなくなるのではないかと心配です。消費税はまさに営業、生活、破壊税ではないでしょうか。ＧＤＰの７割を占める個人消費を冷やし、失われた20年が40年になると思います。


本来は、応能負担の原則に立った税制改革と課税対象所得を減らす６４８本の租税特別措置、特権的大企業の優遇税制の見直し、輸出大企業10社で年間８６００億円の（輸出）戻し税の廃止こそ考えるべきではないでしょうか。














各界連が「徹底審議で廃案に」と国会要請。委員会審議は21日以降の見通し


消費税廃止中央各界連は10日、「増税法案は徹底審議で廃案にしてほしい」と国会議員要請行動を行ないました。要請に先立つ国会内集会で、一体改革特別委員の宮本岳志衆院議員（日本共産党）が国会情勢を報告しました。要旨を紹介します。











このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。各界連ホームページにアップされています。















































































































































